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り上げて産業組織面からの考察"を行なう G すなわち， わが国普通銀行〔都市
銀行および地方銀行〉の規模と成長に関して，確率論に基づ〈接近により実証
分析を試みる。
企業の規模と成長について R.Gibratが「比例的効果の法則 (theLaw of 
P四 portionateEffect，以下 LPE)J をまとめてのち， Kalecki (29J， Hart & 































2) 戦後わが国の経済動向と財政金融政策の概要については経済企圃庁 [6J. 帯行期の考察では
吉冨 [20Jがある.
3) 国債の償還期日接近に伴う短期債化の効果も考えられる。短期釘融市場の自由イtについては日
本銀行調査局 [13J，企業金融との関連では崎山 [21J.黒沢 [5Jがある固また，現先市場につ
いては中島(lOJが詳しい。 CDは譲渡件預令




























6) 熊谷 [4J， 256-261ペー ジ参照。



























9) これらのうち，針融政策の有効性については鈴木 [9).窓ロ指導の有効也ハイ パワー ド
マネ については掴内 [18).貸出市場における需給関数推定では古川 [17).量的規制の分析で
は岩田=撰田 [31などがある


















れた比例的規模変化の確率は同じであるJ というもので， 1 j iri & Simon [28J 
では「期待成長率が現在の規模と独立己ある」といっ亡いる。乙乙 C，企業規
模分布についてみると 3 所得など他のし 1くつかの経済変量の分布と同様に近似





11) Aitchison & Brown (23) 
12) 測定指揮と Lては Hannah& Kay (24Jの批判がある。
98 (338) 第 129巷第4.5号
この対数正規分布の説明に Gibratらが用いたのが LPEである。
いま，雇用者数などの企業規模の尺度である経済変量の初期値を Xo，tステ
ップ後の値をえ n ステップ後の最終値を X"， を確率変数とすると， 第











C 4) x.二 X，Cl+ερ (1+ε.)
ここで，各ステップでの効果が小きいと仮定すると近似的に次式を得る。








効果に依存することになる。きらに， Singh & Whittington (32J によれば
LPEにおける成長は相耳に独ずに作用する争〈の機会操作 (chance opera~ 
13) Aitchison & Brown [23J， pp.22-23 



















Aは ρ と異なる定数である14)0 (6)の対数形は，
(7) log F(の=-(ρ+l)logi+α (aは定数〉
とし、う線形関係となり，観測された企業規模分布はこれによくフィットするこ
とが示された。 さらに?彼bは， LPEの強い形を各規模階層におりる企業群
14) 出 111.011& Bonini [31Jでは，ユー ル升布や f(s)=kB 仇 p十1 (岨し fCs)dsは士尉算Sの企




模グラスに参入した企業に帰属する純成長部分〉で与えている o gjGが一定のとき， 分布(6)の
upper tailはユ ノレ分布に遅似される.






次に， Hart & Prais (26Jにおける企業成長に関する実証分析についてなが
めてみよう。彼らの主たる論点は「企業成長がいかに産業集中に影響するか」

















く10) X，+! -X'+l =月〔ι-x，)+ら十1
ここで， βは回帰係数， εは残茅，王は企業規模の幾何平均の対数値である。
この βについて，日く1ならば平均値への回帰的傾向がみられ，平均より小さ


















このほかのいくつかの LPEの検証では， Simon & Bonini (31J が1955年
から1956年の期間での米国大企業500社を対象にLて上の Hart& Prais (26) 
左同様の LPE成立等の結果君子得ている。 Hart[251では， 1931年から1954年
の英国における紡績業など 4つの業種グループのうち平均についてはすべてよ
と同様の結果であったが，分散については 2グループが LPEと不斉合的であ





102 (342) 第 129巻第4.5号







(16) So山 =U，(t， 111S，; 
(3，人 StJHdは第 z産業の第J企業における時点 t，t+11での規模，u，t ， ，1) 
はふfと独立な分布をする確率変数〉を用いて分析が行なわれている16)0 (16) 
の意味するところは，その対数形より，
(17) ln S，/+'= V，(t， 1) + InS，;'十 w，，(t， ，1) 















担行の規模と成長 く343) 103 
(18) 3，.，/3"，-=εH 
で表わされる。 LPEが有効なち，;f， 



























昭和犯年度下期末 1 12 1 02 1 74 I東京川内，東都を除く
AI 12 1 62 1 74 1東京，太陽を除き，埼玉は地銀に含む
昭和43年度下期末 ;r，2 1 60 I 72l東京勧，業青，太和陽をと除神合戸，第をー太陽と神日戸本勧と業みをな第す










および， Singh & Whittington型
(19) log S;，=a，十b・logSbt-l十logε"
さらに， Sin巨h& Whittingtonによる
(20) g，=α+b・5川 -1+ett 
(gは成長率，e，は gj-l と独立な確率変数〉を用いてグロスセクショ γ・デー









m楳クラス |出|ι153 判fL15J33日間 53
~2来前 13 
E ~4 1 27 4 3 
E ~8 7 18 11 11 
lV ~16 3 8 2 I 20 20 3 
V ~32 。 21 3 2 3 1 17 17 9 1 17 




宜 ，..，128 12 4 4 8 1 16 16 2 5 4 I 18 28 
，-，256 21 7 7 2 5 1 21 21 6 3 4 8 9 
~512 12 15 15 9 4 1 12 12 9 7 6 6 
X ...1，024 11 18 18 9 4 5 4 I 26 7 
3江 ..，2，048 4 1 16 15 22 5 4 1 16 
XlI "'-'4，096 6 6 1 17 4 5 3 
XIII ハ-'8，192 3 z 6 5 
XIV ~16，384 3 4 6 5 
XV 16，384~以!二 1 
百十 (N) Inlnlnlnlnlnlnlnlnlnlnlnln 
注) PRは税引後当期利益(単位， 100万円)， DPは預金(当座z 普通，通知，定期預金，
む) (単位.， 10億円). CAは資本金(単位，臣、円)， BRは自舗数(圏内分)(単位，屈
を合まず) (単位.100人〕である。 33，43， 5;]はそれぞれ昭坪日33，43，日午皮下期末へ
コkご)1，1[:;
引区分刊二::|Ri戸ι|豆 l:JZF-E孟
第普通銀行 1 74 1 0 "10 1 川 o叫叫 ω1510.97910制|叶 0.893 卜 87沖 ~4(




~I 都市銀行|い12 1ド0.7司州 0.91210州叩1い0
竺一銀行160 1 0回11ω|叫0.9310.0191 0.9751川町|山10.8291~8士一
銀行の規楳と成長 (347) 107 
これらの計測結果は第3表および第4表に示されている。 まず， LPEテス
ト加において，普通銀行全体ず対象とした場合，第 I期では CA(資本金〉に
ついて s0)推定値が0.994であり， 30%レベルでも 1との有志差がなく LPE
が成立した。しかし，他の尺度の場合いずれも有意に戸<1であった。これは，
小規模銀行の方がより大きな成長率をあげたことを示している。また，尺度別




第 I期では都市銀行の NEで日=0.952となって LPEが成立した。しかし，
CAでは戸=1.929 となり，きらに PRでも s=3.250となってそれぞれ10%，
0.1%レベルで有意差を持った。なお，sの推定値が有意に 1より大きかった
のはすべての場合を通じてこれら2ケースのみであった。 DPおよび BRは共





























































































21) Singh & Whittington (32J審戸喝
推定結果
GNE 



























































23) わが国の金融業に関しては [11). [22)などがある固
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